テーマ 2 : リロン ト ジツム ノ カケハシ : ワダイ テイキョウ 2 (カクダイ FD カイギロク) by 辻  千晶 et al.
テーマ2 : 理論と実務の架橋 : 話題提供2 (拡大FD
会議録)
著者名(日) 辻  千晶
雑誌名 山梨学院ロー・ジャーナル
巻 4
ページ 146-160
発行年 2009-07-18
URL http://id.nii.ac.jp/1188/00000192/
第回拡大ＦＤ会議話題提供②
テーマ：理論と実務の架橋
報告者：辻 千 晶
実務家として、後輩法曹を育てるのにどのようなことを、理論を身につけて
もらいたいかというようなことで、考えて参りました。
二つテーマを用意したんですけれど、まず実務演習についてということで、
これは今現在修習の段階で非常に困っていることについての話です。もう一つ
が、二番に書きました、条文・判例と学説の関係についてということで、これ
は民法の演習問題をやっていて非常に困っていることを書きました。それで、
二つもテーマがあって大変だと思いますので、この実務演習について、こうい
う問題意識、問題があるんだということを、先生方に認識していただければい
いかなと思います。
そして、どちらかというと、議論していただきたい、先生方のご意見を伺い
たいのは、二番の方、学説の関係の方を議論していただきたいと思います。
まず実務演習についてというのは、進学説明会に来てくれた卒業生が、61期
の修習生ですけれど、修習で何か困っていることあると聞いたら、「訴状も答
弁書も書いたことがないのは困る。ロースクールで何をやっているのか」と言
われたというんですね。それで、自分もやっておけば良かったなあと言うよう
なことを言ってました。それで、訴状や答弁書はどこの科目でやっているかと
いうと、こちらの「民事実務演習」という科目になっています。それが結局目
先の司法試験に直接役に立つんじゃなくて、司法試験に受かってから後に役に
立つものですから、結構履修する人は少ないのです。そうすると、受かっても
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実務修習で、困る状態が出てきます。山梨学院ではここに書きましたように、
「民事実務演習」の中で訴状や答弁書を書かせています。法科大学院の到達目
標が司法研修所の前期修了程度ということは皆様もよくご存じだと思います。
これを前提にしますと、前期に何をやったかということを思い出してみたり、
それから修習生に聞いてみたりしましたら、まず民事裁判では、要件事実の修
得、判決起案それから民事弁護では訴状答弁書起案、検察では起訴状起案です
ね。それから刑事弁護では弁論要旨。それから刑事裁判の判決起案と、その全
部ないしは一部をやっていたわけです。そのそれぞれの演習はどこに入ってい
るのかというと、本学では、要件事実については二年生の前期の必修に「民事
実務基礎」というのがありまして、ここで勉強しております。それから判決起
案については、民事裁判実務で二年の後期の必修でとりあげられていますが、
民事弁護で行なう訴状、答弁書起案ですね、これが結局三年の選択になってい
る。それで、多分検察、刑事弁護の起案は三年生の前期になっている刑事実務
演習なんだろうと思います。そうしますと、これが毎週レポートできついきつ
いと言われている、元凶になっているそういう科目でございまして、今年はま
だましなんですけれど、いつも履修者が少ない。三分の一とか四分の一。十人
に満たないこともあるというような科目になっております。
しかし、実際に履修した学生に聞いてみると、役に立った、勉強になった、
それこそ司法試験の役にも立つ。やってよかったということは皆さん言われる
科目なので、本当にこれは実務に直結する科目であるということが言えると思
います。
他の法科大学院のことをちょっと二、三聞いてみたんですけれど、やはり実
務演習ということで、選択になっていまして、訴状、答弁書を書くところがで
すね。それで、取ろうと思っても履修科目の制限で取れなかったりですね、そ
ういうふうになっている、これは東大の話だったんですけれど、とれないと。
それで結局半数ぐらいの学生が実務演習、訴状も答弁書も書いたことがないま
ま研修に来てしまう。それで、今度は弁護士会の方ではどうかといいますと、
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弁護士会の修習委員会というのもありますし、それから弁護修習の受け入れ先
の事務所の先生方の話もあるんですけれど、やはり訴状も答弁書も書いたこと
がないというのが半分くらいいると。そうすると、対応に困ると。これはロー
スクールで是非やってきて欲しいという。今度は研修所側の人は、裁判官、検
察官の方では、その辺はうちで採用してからやるからいいという。ロースクー
ルでやる必要はない。ところが弁護士会の方としては、弁護士はそれぞれ自分
でまとめて研修して育てるわけには、OJTでやるわけにはいかないので、そ
こは全部やってきて欲しい。ロースクールでやってきて欲しいということがあ
るわけです。
では今の実情ではどうかというと、法科大学院で学ぶ理論、要件事実を含む
法律科目の他の学問と、実務、実務修習、弁護士の仕事の間の架橋が実はない
と言う状態なのではないかということが、今現状としてあります。これはカリ
キュラムの問題になってきますので、ここで議論するかどうかはわかりません
が、こういう問題が実情として今起こっていると言うことです。架橋と言われ
ても、架橋はないという状態ですね。そういう問題点が一つあります。
次に議論していただきたい事として、条文・判例と学説の関係についてです
ね。それで、高橋先生からこの間あったお話で、「学生からの疑問で答案で判
例に反対するとバツなんですか」というものがありました。「判例を重視しす
ぎる」とかそういう不満も聞いたことはあります。判例以外の答えはあり得な
いような形で書いているのはどうかというのも、一つには問題があったと思い
ますが、私、民法の「演習」とか、「総合」の議論をしているところにおいて
は、問題はですね、学説の利用の仕方がおかしいという事ですかね。理解の仕
方が変だというような事をちょくちょく感じます。特に成績のいい人とか、よ
く勉強している人にありがちな事なんですけれど、具体的な事例問題を解く際
に、私は○○説をとるから判例には反対だとかですね、○○説によれば民法第
何条はこういう意味になるから、同条に基づき何々が求められるとか、こうい
う書き方をする。その何々説というものが、だいたいがその判例を批判する立
山梨学院ロー・ジャーナル
148
場のものなんですけれど、それをとって、その学説をきちっと理解しないまま
に、安易に反論に使うような形のものがよく見られる。学説というのはどうい
うふうな位置づけなのかというのがはっきり分かっていないものがいるのでは
ないかと思いました。
それで、例として挙げたのが、民法の例ばかりで申し訳ないんですけれど、
売り主の担保責任というので、こういう階建てのビルの建設用地をもとめ
て、古家つきだけれど、壊していいよということで、その家ごと買いました
と。取り壊していざ建設をはじめてみたら、地中に沢山コンクリート杭が埋ま
っていて、それを撤去してくださいというようなことが言えるかどうか。杭の
除去は請求できるかという問題を出しました。そうしたら、それに対して、変
な解答が出てくる。売り主の担保責任という、民法第570条については、法定
責任説と契約責任説がある。現在は契約責任説が有力であると。契約責任説に
よれば、民法の定める、解除、損害賠償以外にも、瑕疵修補もできると。だか
らこれは民法570条に基づいて、瑕疵修補もできると。このような解答をして
くるのが結構いるんですね。学説、570条には、損害賠償と解除しか認めてい
ないのに、なんで570条に基づいて、瑕疵修補請求ができるのかということに
は何の説明もなくて、それは契約責任説という学説にすべておんぶにだっこみ
たいな形で書いているんですね。
実はそこで言いたいのは、ＡとＢがどんな契約をしたのか。綺麗に整地し
て、階建てのビルが建てられるようにして渡しますよと、そういう契約があ
るかどうかを見る。まずそれが民事裁判の最初、出発点なのに、そこを一切無
視して、いきなり学説を持ってきて、それで論じてしまう。そういうので学説
の勉強の仕方がおかしいんじゃないのかということを感じました。
同じく譲渡担保なんですけれど、これについても学説と判例が分かれており
まして、担保的構成、所有権的構成と二つありまして、判例は、所有権的構成
であるというのはそこにも書いてある。修正所有権的構成とかいうんでしょう
けれど、基本は所有権的構成であるというんですけれど、学説の中で抵当権と
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同様に扱うべきであろうという学説も多いんですね。そうするとそれに対し
て、今度は私は担保的構成を取るから、所有権が移転していないんだとか、そ
ういうことを平気で言う学生が出てくる。それで、この債権を譲渡担保として
譲渡したといったときに、私は担保的構成をとるから、債権の譲渡の効果は生
じていないとか、そういうことをまた言ってくる学生がいる。学説をどう使う
か、どう理解するか。学説というのが、実務の中でどういう役割を果たしてい
るかということをまるきり理解していないんじゃないのかなと思っておりま
す。それで、結局具体的な事例においては、実務というのは条文・判例ができ
ていて、その法律効果というのは条文・判例から導き出されるものであって、
何々説をとるからといって、そういうのをワンクッション学説を入れてです
ね、それによって判例や条文が変わってくるものではないんですね。それを学
生に、学説、理論。それから、実務、判例・条文との関係をどう理解させたら
いいのか悩みます。理解してそれを使えるようになり、自分の具体的事例を問
題解決にあたって使えるようにするにはどうしたらいいのかという、これは私
の悩みでございますので、もしその科目ごとにそういう学説と判例・実務の取
り扱いについて対立がある場合、どのように教えているのか、理解させている
のか、科目ごとの工夫があれば、教えていただきたいなと思って、この問題を
提起しました。
補足発言：原 健三郎
私は辻先生と前期、「民法演習Ｉ」というのを協同というか、人数を分けて
一緒にやっていますので、今のような話は辻先生から時々うかがっています。
補足して私も同じようなことを感じています。ちょうど今、辻先生が話された
ことに関連するんですけれど、売り主の担保責任の法的性質について、法定責
任説と債務不履行責任説を対比させて、それで債務不履行責任説をとった場合
にはどういうメリットがあるかということを考えさせる問題だったんですね。
学生は案の定というか、法定責任説を採ればこう、債務不履行責任説を採れば
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こう、というような対比をして書いている。言ってみれば、二つの説を型には
めこんでといいますか、ステレオタイプ的な対比をして、そうして書いており
ますので、またそういうふうに教科書なんかに書いてあることを暗記するのが
勉強だというふうに思っているのではないかと思っています。それはある意味
しょうがない面もあるんですけれど、そこをふまえて、今度は事例問題を出し
ますと、そこから一歩も出ないんですね。何々説がどう、何々説だとどう、と
それで自分は何々説をとる。こんなふうに書いているのですね。ところが実際
実務をやってまして、弁護士が、私は何々説をとりますからこうなるなんてい
うことを言ったって、ほとんど意味がない。これは山下先生がよく言うことで
すけれど、そういう言い方が意味がある場合は、最高裁判事だけではないか。
そうではなくて、今の例で言えば、契約責任説、ないし債務不履行責任説が出
てきている、その背景というものをやっぱり考えなくてはいけない。たまたま
去年のこれは司法試験の民法の論述試験の問題がまさにこういう問題だったん
ですけれどね、問題は外国在住の作家、芸術家が作った美術工芸品を相当の値
段で買うということで、その引き渡しがあったところが実は壊れていたという
ので、修補請求、直してくれということが一体できるのか。こういう問題だっ
た。今日の辻先生の問題も同じ種類の問題。いくつかの、例えば我妻先生の民
法講義なんかを読みますと、これは特定物の売買ですから、そうすると売り主
の債務というのは引き渡しをしてしまえばそれでおしまいなんですね。つま
り、現状のままで引き渡す義務があって、それをすればそれで履行がおしまい
になる。確かに引き渡しをするまでは、善管注意義務があるという、そこに違
反があれば、損害賠償請求はできると書いてあるんですが、修補請求はどこに
も出ていない。ところが、説明をずっと読んでいきますと、当事者はそういう
ふうに思っていないんですよね。引き渡しをしようと思ったら、壊れていると
いうことが分かったものだから、売り主はさっそくそれを持ち帰って、修繕が
できるかどうか検討する段階に入っています。そうしてみると、当事者の合意
というのはそういう、物を渡せばおしまいになるというふうにはなってなく
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て、多分これは完全な形で引き渡すというそういう合意があったんじゃないか
というふうになるのではないか。裁判所にこの事件がくれば、そう合意があっ
たのではないかという釈明をして、そういう合意があったという主張をさせ
て、そういう事実認定をする。その上で、今のような合意に基づく契約責任と
いうことになれば、完全な物を送付していないわけですから、債務の本旨に従
った提供にはならず、今言われている不完全履行による補修請求、裏から言え
ば完全履行義務が出てくる。こういう風な理屈づけが出てくる場合ではないか
というふうに考える。司法試験というのは、あの中で釈明するわけにもいかな
いし、事実認定を勝手にしてやってしまうわけにもいかないので、その辺をど
のように解決したらいいかということは問題ですけれど、要するに、実務とい
うのは、何々説をとるからこういう結論になりますよという形ではなくて、ま
ず事実を見て、その上で、それに法律を適用してこうなるという結論を普通の
感覚の裁判官はとるし、また弁護士もそういう発想をするわけですね。だか
ら、学説が二つ対立があって、それをどうかという、そういう形ではなくて、
その学説が出てきた背景、今の事例で言えば、物を引き渡してしまえばそれで
おしまいになるという、そういう債務よりも、もうちょっと周辺のものを含め
た債務というものを考えて、それが今の事例の場合には、実務家の発想方法な
んですよね。そういう形をとるんだということを、学生に分からせる。それが
ロースクールでの実務と学説との架橋といいますか、そういう授業の仕方かな
と思います。
補足発言：山下 和明
全く同感です。更にちょっと飛躍しますけれど、判例という言葉があります
が、判例という言葉がどうも安易に使われすぎているんじゃないかと思ってい
ます。今、原先生がおっしゃったように、現実の裁判というのは、何よりも先
に、当該事件における事実を見て、それにふさわしい解決はどうあるべきかを
考えるという形で行われており、はっきり言えば、理屈は後で適当に通りがい
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いようにやっているという面もあるわけです。ところが本当に驚くことには、
判例評釈なんかを見ると、裁判所の述べている法律論だけが事実関係を離れて
取り上げられていて、その法律論が今度は困ったことに一人歩きをしていると
いうことが少なくありません。今年は判例を取り扱う科目を担当することにな
りましたので、このような判例評釈は判例評釈の名に値しないのだということ
を毎回言っているんです。なぜそのような厳しいことを言うかといえば、非常
にどぎつい言い方になりますが、そういう判例評釈をする人は、裁判というも
のをなめているんじゃないかという気がするからです。刑事でも民事でも、裁
判というのは、世の中に起こった生々しい、大げさに言えば生きるか死ぬかの
中から出てきた問題をどうやって合理的に解決するかという真剣勝負の場なん
ですね。真剣勝負の場だから、理想を言えば、本当に決めた所と、理屈がぴっ
たり合えばいいんですけれど、必ずしも合わない時もある。そうした時に何が
物を言うかと言えば、本当は元のどろどろしたことなんですね。そこの所を見
なければいけないのに、なんかそれを離れて、空に理屈があるような格好で議
論が進められている。スウィフトの作品に『ガリバー旅行記』というのがあっ
て、あの中に、ある国に行くと、家を造るときに、天井から造っていくという
話が出てくるんですが、あれはまさしく法律の世界の悪い面を物語っているん
じゃないかと思います。土台から作っていかなければいけないのです。何より
も先に事実を見てそれを出発点に考えを進めるという態度に乏しいのは、今の
学生もそうなんですけれど、これを学生の責任に帰すことはできないと思いま
す。私は、正直に申し上げますと今の法律の世界全体に、そういう傾向がまだ
まだ強いんじゃないかと思っています。だから、学生を非難するのはこれは筋
違いで、先輩が今までのようなことをやっていれば、そういうのが出てくるの
は当たり前でしょう。あんなことをやっていれば学生はそれに従うのは当然の
ことです。だから、まず我々先輩の方が直さなくてはならないと思います。
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理論と実務の架橋（レジュメ)
辻 千 晶
 実務演習について
ア）卒業生が困っていること
進学説明会に来てくれた卒業生（新61期修習生）の話：修習先でいつも言わ
れること「ええ？ 訴状も答弁書も書いたことないの？ ロースクールで何や
ってきたの？」。自分でも起案の練習をしてこなかったので自信がないし、不
安である。実務演習をとっておけば良かったが、目先の司法試験のための勉強
に追われて、履修の余裕はなかった。
イ）山梨学院の実情
ロースクールは、「司法研修所の前期終了程度」を目指すはず。実際、前期
には、要件事実の修得・判決起案（民事裁判）、訴状・答弁書起案（民事弁
護）、起訴状起案（検察）、弁論要旨起案（刑事弁護）、判決起案（刑事裁判）
が行われてきた。
山梨学院では、要件事実の修得は「民事実務基礎」（年前期必修）、判決起
案（事実整理）は「民事裁判実務」（年後期必修）で取り扱われるが、民事
弁護で行う訴状・答弁書起案は「民事実務演習」（年前期選択）、検察・刑事
弁護の起案は「刑事実務演習」（年前期選択）になっている。この「実務演
習」はどちらも選択科目でもあり、起案中心・毎週レポート・負担が重いとい
うことで有名で、敬遠されがち。実際の履修者は、学年の分の〜分の
。刑事、民事の両方の実務演習を履修している学生はほとんどいない。
しかし、実際に履修した学生は、「役にたった。」、「勉強になった。」と満足
度も高く、履修した卒業生からも、「やっていて良かった」と言われる。
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ウ）他の法科大学院の様子
他の法科大学院においても、同様の状況であり、ひどいところでは、履修制
限や他の科目との関係で履修不可能になっている。弁護士会の調べでは、法科
大学院で「訴状も答弁書も書いた経験がない。」という修習生が半数近くいる
とのこと。
エ）弁護士会が困っていること
弁護士会に修習委員会でも、弁護修習の受け入れ先の各事務所でも、「訴状
も答弁書も書いた経験がない」修習生の対応に困っている。実際の事件で起案
させる際にその書き方から教えなければならない。
・法科大学院で学ぶ理論（要件事実を含む法律科目の学問）と実務（実務修
習及び判事検事、弁護士の仕事）の間の架け橋が欠けている。この状態を
放置していて良いのか。
 条文・判例と学説の関係ついて
実務は、条文、判例によって動いている。実務において、学説の役割は、そ
の制度・条文の趣旨、判例の根底にあるものを整理、理解するためのもの。も
ちろん、場合によっては判例を変更させるエネルギーになるが。
しかし、学生の中には（特に成績の良い者、よく勉強している者にありが
ち）、具体的な事例問題を解く際に、「自分は○○説をとるから、判例に反対
だ」と言ったり、「○○説によれば、民法○条はこういう意味になるから、同
条に基づき○○請求権が認められる。」と書いたりする。
例：
＊売主の担保責任……問；Ａは、階建てビルの建設用地を求め、Ｂの所有
の土地を古家付きで買った。Ａが古家を取り壊していざ建築を開始して見る
と、地中に沢山のコンクリート杭が埋まっていて、それを除去（費用3000
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万）しない限りビルが建たないことがわかった。ＡはＢに杭の除去（瑕疵修
補）の請求ができるか。
変な解答；売主の瑕疵担保責任（民法570条）について、法定責任説と契約
責任説がある。現在は法定責任説が有力である。契約責任説によれば、（民
法の定める解除、損害賠償以外に）民法の条文に書かれていない瑕疵修補請
求もできる。本件でも民法570条に基づいて瑕疵修補請求できる。〈ＡとＢの
契約がどんな内容だったのか、売主に瑕疵修補義務を追わせる旨の内容が含
まれているかは一切検討しない。〉
＊譲渡担保……譲渡担保について、担保的構成と所有権的構成がある。
変な解答：私は担保的構成が妥当だと思う。だから、所有権は移転してい
ない、債権譲渡でも債権は譲受人に移っていない、不動産譲渡担保には番
譲渡担保も付けることができる。〈譲渡担保の定義は担保のために所有権を
移転すること。当事者が所有権を移転すると合意しているのに、移転しない
とする理由はない。まずは、当事者の契約を見よ。担保的構成と言っても、
抵当権と全く同じになる訳はない。登記制度がない以上、番抵当のような
番譲渡担保を付けることなどできる訳がない。〉
・法律効果は条文・判例から導き出されるものであって、○○説をとるから
と言っても、条文や判例が変わるものではない。学生に学説（理論）と実
務（判例・条文）の関係をどう理解させたら良いのだろうか。
以上
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テーマ：「理論と実務の架橋」討議概要
、実務演習について
＊受験勉強を優先し、訴状・答弁書の書き方等に取り組まずに修習生になって
いった者がいるが、これは理論と実務の架橋を目標とする法科大学院（教
育）においては問題である。このような問題をどうするか？
、条文・判例と学説の関係について
＊学説の扱い方・学説の位置づけの理解の仕方に問題のある学生が多いように
見受けられる。この実情をどうするか？
＊学生には、学説を型にあてはめて理解し、かつそのままの理解で終わってし
まう者が多いが、このような理解・把握の仕方は実務ではまったく意味がな
い。
＊学説の生成される背景等をも含めて理解し、何より、具体的な事実に対し法
をどう適用するかという場面において学説が果たす役割・機能及び各学説の
考え方や結論の導き方を全体的に考察する姿勢を教育することが重要ではな
いか？
＊実務においてはまず生の事実を見るし、これが何よりも重要である。
しかし、授業で学習素材として取り扱う判例評釈の中には、その「生の事
実」を粗雑に扱い、抽象的な解釈論に終始するものが少なくないため、これ
が学生の学習上問題だといえるのではないか（判例に対してこのような向き
合い方をしてきた従来の法律学の傾向自体が問題ではないか）？
＊学生には、教科書を読んで単に演繹的に問題に取り組む者が多く見受けられ
る。
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（自身の担当する行政法科目においては）今まで見たことのない具体的な法
典に目を向けず、抽象的な、既存の理論枠組（判例・学説）のみを使って考
えようとする学生が多い傾向にある。
＊学生が実務における判例の重みを理解せず、抽象的に理論のみをふりかざし
てしまうという傾向があるが、これは問題である。
＊学生は判例（実務上の取扱い）を理解することが大前提であるが、ⅰ）判例
の定着している論点については、その対比の素材として学説の考え方・理論
枠組みを理解・把握することが同様に重要であることを知るべきであるし、
また、ⅱ）判例の定着していない論点については、学説の考え方・理論枠組
みを学習する重要性がより大きくなることを知るべきである（教員として
は、上記のような意識で授業に臨んでいる）。
＊学生は、実務家・研究者各々がそれぞれの立場に立って教育・発言している
ことを知ることが必要であり、重要である（その意味で、実務家と研究者の
協同授業には意義がある）。
＊自分自身、当初は（検事だった経験を踏まえ）検事寄りだった発言が、弁護
士実務を経験して弁護士寄りになるという経験をしている
＊実務家が授業を担当するにしても理論は基本であるので、基本書の読解が重
要であることは学生に対しても伝えている。
、実務家と研究者が協同で担当する授業において、理論と実務の架橋は
どのように図っているのか？（問題提起）
＊会社法については研究者教員が単独で担当しているため、実務に関する具体
的な場面設定や問題提起をまず行ってから、次に、学説がそれをどのように
処理しようとしているのかについて取り扱うような工夫をしている（＝学説
に振り回されないようにするため、学説からスタートするのではなく、まず
実務上の問題や問題意識を明らかにするよう努めている）。
＊商法の場合、実務上の問題（判例）のみを取り上げてしまうとその他の重要
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論点を学習する機会がなくなってしまう危険性があることから、そのような
ことがないよう配慮している（とはいえ、事例を取り上げ、それに即した理
論面の説明をすることは重要である）。
＊司法研修所教官時代を振りかえって見る限り、学生としては、理論・実務の
いずれも基礎固めをしていることがやはり大事であると感ずる。
そのような基礎を固める教育を行うにあたっては、実務上の問題意識をまず
与えつつ、それに対し理論がどう対応しようとしているのかについてじっく
りと考察をさせることが重要ではないか。
＊租税法科目においては、まず基本的な理論を踏まえたうえで、実務上の問題
を取り扱うようにしている。
＊実務家との協同授業において、研究者教員としては実務家の問題意識を吸収
し、自らも実務家の問題意識を共有できるようにしている。
＊法科大学院修了者には旧司法試験時代の前期修習修了程度の能力を有してい
ることが求められているが、現実問題として、法科大学院においてそのよう
な教育を実践することは（時間的に）難しいのではないか？
＊裁判実務等の授業において扱う要件事実論は直接司法試験に役立つわけでは
ないにせよ、それを学ぶことが実体法の理解の深化につながる（また、この
ことを学生に教えるべきである）。
＊演習授業（起案）のみで理論と実務の架橋ができるわけではない。
理論と実務の架橋を実践するには、カリキュラム全体を通しての取り組み
が必要である。また、実務演習科目の履修を促進することによって（＝理論
を実務にどう応用するか、あるいは理論が実務にどう反映しているかを知ら
しめるという意味で）予備校本主体の学習方法を改めさせる契機にするべき
である。
＊学生には、学説（理論）を知識面のみで捉えている者が多いように見受けら
れる。
学説の本当の意味を理解し、それが具体的な生の事実においてどう用いら
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れるのかを考える力を養成することが重要である。
＊旧司法試験から新司法試験へ移行した現在、憲法学のあり方についてもあら
ためて考え直す必要を求められる過渡期にある。
旧司法試験時代の学習方法についていえば、「事実認定」「判断枠組みの定
立」「あてはめ」のうち、「判断枠組みの定立」が特に重視されていたため、
受験生としては理論の展開を中心に勉強すればよかった。
しかし、新司法試験に関していうと、理論と実務（基礎と応用）を並行
的・一体的に学ぶことを求められている。
そのような中で、実務家教員は研究者教員に何を求めているのか。また実
務家教員は理論に対しどのような配慮をし、どのようなスタンスで授業に臨
んでいるのかを知りたい。
＊基本書に目を通し、理論を確認したうえで授業に臨むという取り組みをして
いる。また、関連する他の領域にも目配りをした、横断的な視点で理論を考
察するような指導をしている。
＊いずれの立場に立っても、ある問題に対し、（生の）事実を大切にする姿勢
は重要であるが、実務家は町医者のようなもの、研究者は専門医のようなも
のだと捉えている。
＊研究者は解釈指針に理屈を与える役割を担うべきであると考えている。
＊本来は理論と実務の完全な棲み分けが行われるべきではない。
科目毎の取り組みも重要だが、カリキュラム全体での取り組みによって、両
者の架橋を実現することが重要である。
＊研究者教員としては、実務家教員に対し、（実務家ならではの）科目間の橋
渡しを意識した、横断的な視点を提供するような教育をお願いしたい。
＊多くの学生は一科目に特化した視点のみを持って勉強しているような印象を
受けるが、それを拡げるような教育を意識して実践していくべきである。
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